






































































































































































































































































































年度 4月 1 日現在3の議会事務局職員数及び普通会
計職員数が把握できるものであるが，本論文の分析
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においては後述する議員定数の分析上の取扱いとの
関係もあり，n年 4 月 1 日現在の議会事務局職員数












れらの結果，1992（平成 4）年 4 月 1 日から2004





























して取り扱う。具体的には，n年 4 月 1 日現在の議








び議員定数について，n年 4 月 1 日現在の数を


















































表 4 ― 1 　分析期間における議会事務局職員数の記述統計等
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偏相関分析を分析年度毎に行ったのが表 4 ⊖ 4 及び
表 4 ⊖ 5 である。表 4 ⊖ 4 はピアソンの積率相関（以























































表 4 ― 2 　人口段階別の議会事務局職員数等の状況（2015年度）
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果が積率相関については表 4 ⊖ 6 ，順位相関につい











表 4 ― 3 　分析年度における分析団体に係る議会事務局職員数等の記述統計等
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表 4 ― 4 　分析年度における議会事務局職員数，議員定数，普通会計職員数の偏相関分析（積率相関）
出典：表 4 ⊖ 3 の個別市町村のデータから筆者作成。
表 4 ― 5 　分析年度における議会事務局職員数，議員定数，普通会計職員数の偏相関分析（順位相関）
出典：表 4 ⊖ 3 の個別市町村のデータから筆者作成。
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表 4 ― 6 　2015年度における都道府県別の議会事務局職員数との偏積率相関分析等
出典：表 4 ⊖ 3 の個別市町村のデータから筆者作成。
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表 4 ― 7 　2015年度における都道府県別の議会事務局職員数との偏順位相関分析等
出典：表 4 ⊖ 3 の個別市町村のデータから筆者作成。
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表 4 ― 8 　議員定数別の議会事務局職員数の推移
出典：表 4 ⊖ 3 の個別市町村のデータから筆者作成。
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